
 

 

 
 

    

今
年
６
月
作
成
さ
れ
た
厚
生
労
働
省

の
「
持
続
可
能
な
介
護
保
険
制
度
及
び

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
あ
り
方
に

関
す
る
調
査
研
究
事
業
報
告
書
」
で
は 

●
団
塊
の
世
代
が
75
歳
以
上
と
な
る

２
０
２
５
年
を
目
途
に
、
重
度
な
要
介

護
状
態
と
な
っ
て
も
住
み
慣
れ
た
地
域

で
自
分
ら
し
い
暮
ら
し
を
最
後
ま
で
続

け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
住
ま
い
・

医
療
・
介
護
・
予
防
・
生
活
支
援
が
一

体
的
に
提
供
さ
れ
る
地
域
包
括
ケ
ア
シ

ス
テ
ム
の
構
築
の
実
現 

●
今
後
、
認
知
症
高
齢
者
の
増
加
が
見

込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
認
知
症
高
齢
者

の
地
域
で
の
生
活
を
支
え
る
た
め
に
も
、

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
が
重

要 

と
さ
れ
て
い
ま
す
。 

  

現
在
市
内
に
は
地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー
が
３
ヶ
所
設
置
さ
れ
て
い
ま
す
。

中
学
校
区
も
し
く
は
人
口
２
万
人
に
ひ

と
つ
と
い
う
の
が
厚
労
省
の
示
す
お
お

ま
か
な
目
安
で
す
。 

   

    

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

狛
江
市
第
５
期
介
護
保
険
事
業
計
画

に
は
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築

に
向
け
て
取
り
組
み
を
進
め
る
と
あ
り

ま
す
が
、市
民
に
は
見
え
て
き
ま
せ
ん
。  

狛
江
市
は
保
険
者
と
し
て
日
常
生
活

県
域
の
ニ
ー
ズ
調
査
や
地
域
ケ
ア
会
議
、

医
療
・
介
護
情
報
の
見
え
る
化
か
ら
の

分
析
、
高
齢
者
自
身
の
ニ
ー
ズ
、
住
民
・

地
域
の
課
題
、
社
会
資
源
、
地
域
リ
ー

ダ
ー
、
住
民
互
助
の
発
掘
を
行
う
な
ど

の
責
任
が
あ
り
ま
す
。 

ま
ず
安
心
し
て
居
住
で
き
る
住
ま
い

の
確
保
は
重
要
で
す
。
有
料
老
人
ホ
ー

ム
に
入
居
す
る
人
は
限
ら
れ
る
の
で
、

介
護
施
設
に
入
所
し
な
い
ほ
と
ん
ど
の

人
は
自
宅
で
過
ご
す
か
高
齢
者
向
け
の

賃
貸
住
宅
に
住
み
替
え
る
か
で
す
。
そ

の
数
は
ま
だ
ま
だ
十
分
と
言
え
ま
せ
ん
。  

 

公
的
な
制
度
と
し
て
第
５
期
計
画
で

は
市
内
３
カ
所
目
に
あ
た
る
特
別
養
護

老
人
ホ
ー
ム
、
２
カ
所
目
の
認
知
症
の

方
の
た
め
の
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
、
在
宅

を
助
け
る
小
規
模
多
機
能
型
の
通
所
施

設
が
計
画
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
市
内

２
カ
所
あ
る
訪
問
看
護
支
援
セ
ン
タ
ー 

            

は
24
時
間
に
対
応
す
る
に
は
看
護
師

不
足
で
す
。
た
と
え
こ
れ
ら
が
で
き
た

と
し
て
も
現
在
の
公
的
な
制
度
だ
け
で

は
す
べ
て
の
ニ
ー
ズ
を
満
た
す
こ
と
が

で
き
な
い
の
は
自
明
で
す
。 

明
治
大
学
教
授
の
園
田
真
理
子
さ
ん

は
一
つ
の
中
学
校
区
に
住
む
人
口
を

2
万
人
と
す
る
と
、
介
護
施
設
へ
の
入

所
者
は
別
に
し
て
要
介
護
者
の
出
現
率

を
考
え
れ
ば
約
500
人
の
高
齢
者
を
地

域
で
支
援
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
な
い

か
と
提
案
し
て
い
ま
す
。 

地
域
資
源
を
活
用
し
た
地
域
内
で
の

住
み
替
え
の
工
夫
や
、
多
世
代
の
自
由

な
交
流
が
日
常
的
に
保
障
さ
れ
る
居
場

所
の
確
保
な
ど
、
高
齢
者
の
単
身
も
し

く
は
夫
婦
の
み
世
帯
の
生
活
支
援
に
は

ご
近
所
づ
き
あ
い
の
延
長
の
よ
う
な
た

す
け
あ
い
も
必
要
で
す
。
行
政
と
連
携

し
な
が
ら
住
民
も
主
体
的
に
複
合
的
な

安
心
の
し
く
み
を
考
え
た
い
も
の
で
す
。

ま
さ
に
ま
ち
づ
く
り
で
す
。 

み
な
さ
ん
は
ど
ん
な
安
心
の
し
く
み

を
描
き
ま
す
か
。
ぜ
ひ
添
付
の
一
言
提

案
は
が
き
で
ご
意
見
を
お
寄
せ
く
だ
さ

い
。 

   

高齢になっても安心して暮らすためのしくみを地域につくろう● 

住民投票から垣間見える自治の課題● 

６月議会報告● 

インフォメーション ● 

道路整備で伐採される予定の 

小平中央公園の雑木林 

出典：厚労省老健局 
地域包括ケアシステムについてより 

www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bun
ya/hukushi_kaigo/kaigo_kou 

住民投票条例の制定を求めた直接請求

が成立し、今年5月26日に実施された小

平市の住民投票。東京では条例によるも

のとしては初めての快挙でしたし、都市

計画決定された道路計画の見直しを求め

るものとしては全国で初めてのことで

す。地方自治法における直接投票の制度

はそれなりにあるのですが、いざ実施し

ようとすると議会に阻まれたり、首長再

議により実現に至っていません。 

問題となった道路計画の 55～100m 横

には既存の府中街道が並行して整備され

ているのです。小平市出口に当たる交差

点のクランク解消のために市民の憩いの

場である雑木林を伐採し（448本）、閑静

な住宅街の220世帯を立ち退かせること

が人口減少社会に必要なのか、市民意見

を聞いて事業の見直しに反映させて欲し

いとしたものです。この計画は50年間放

置され、小平市の都市計画マスタープラ

ン改正時には市民から数多くの見直し意

見が出されたにもかかわらず、都計道の

「広域性」が優先され市民意見は聞き置

くだけにとどまりました。 

3 月議会で賛成多数で直接請求による

条例が成立したことに対して、小平市市

長は“都事業に支障を与えるのは好まし

くないが、議会の決定は真摯に受け止め

る”と答えていたにもかかわらず、4 月

の市長３選直後、自ら成立要件として投

票率 50％以上とする条例改正案を提出

しました。3 月議会で成立要件なしの条

例を可決しているわけで、この改正提案

は市長による議会＝市民軽視といえま

す。それに対して賛成する議員がいるお

かしさ。もともと結果は計画を拘束する

ものではなく諮問的に計画のあり方に反

映されるべきものでした。投票結果は

35.17％で 50％以下ということで未だ開

票すらされていません。が市長のGoサイ

ンが出、事業認可も着々と進められまし

た。市民の投げかけた住民投票により事

業の見直し規定のない都市計画法の課題

と市民自治の課題が鮮明になりました。 



 

 

 
 

        

■
６
月
議
会
は
５
月
20
日
か
ら
６

月
13
日
ま
で
開
か
れ
ま
し
た
。 

 

◆
保
育
・
子
育
て
施
策
の
計
画
を
つ
く

る
会
議
は
当
事
者
参
加
の
保
障
を 

『
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
費
』
の

会
議
委
員
報
酬
と
事
業
計
画
策
定
準
備

委
託
料
と
し
て
４
６
５
万
円
が
補
正
予

算
と
し
て
計
上
さ
れ
ま
し
た
。
東
洋
大

学
教
授
森
田
明
美
さ
ん
は
「
す
べ
て
の

子
ど
も
に
良
質
な
成
育
環
境
を
保
障
す

る
た
め
に
、
市
民
社
会
全
体
で
子
ど
も

を
支
え
る
し
く
み
を
構
築
す
る
と
い
う

基
本
骨
格
を
ベ
ー
ス
に
地
域
の
実
情
を

踏
ま
え
た
保
育
・
子
育
て
施
策
の
計
画

を
つ
く
る
会
議
」
と
位
置
づ
け
て
い
ま

す
。
狛
江
ネ
ッ
ト
で
は
地
域
に
根
ざ
し

た
政
策
を
子
育
て
世
代
の
当
事
者
参
加

で
策
定
す
べ
き
で
あ
り
、
会
議
に
は
保

育
の
保
障
が
不
可
欠
と
指
摘
し
ま
し
た
。 

◆
安
全
性
・
が
ん
予
防
効
果
の
確
証
な

く
進
め
ら
れ
た
子
宮
頸
が
ん
ワ
ク
チ
ン

摂
取
事
業
に
責
任
を
取
る
べ
き 

「
副
反
応
事
例
が
多
発
し
て
い
る
子

宮
頸
が
ん
ワ
ク
チ
ン
接
種
事
業
の
精

査
・
検
証
と
副
反
応
被
害
者
に
対
す
る

救
済
体
制
を
整
え
る
こ
と
を
求
め
る
意

見
書
」
を
提
出
し
ま
し
た
が
、
賛
成
少

数
で
不
採
択
と
な
り
ま
し
た
。
厚
労
省

で
は
今
年
4
月
か
ら
小
学
6
年
～
高

校
1
年
相
当
の
女
子
を
対
象
に
子
宮

頸
が
ん
ワ
ク
チ
ン
の
定
期
接
種
化
を
決

定
し
ま
し
た
。
6
月
14
日
に
同
省
の

専
門
部
会
が
、
適
切
な
情
報
提
供
が
で

き
る
ま
で
積
極
的
に
勧
め
る
べ
き
で
な

い
と
結
論
付
け
た
こ
と
を
受
け
、
積
極

的
な
接
種
呼
び
掛
け
を
一
時
中
止
す
る

よ
う
自
治
体
に
勧
告
す
る
に
い
た
り
ま

し
た
。
安
全
性
、
が
ん
の
予
防
効
果
の

い
ず
れ
も
確
証
が
な
い
ま
ま
政
治
的
に

導
入
さ
れ
、
莫
大
な
公
費
が
投
入
さ
れ

て
い
ま
す
。
誰
の
た
め
の
何
の
た
め
の

ワ
ク
チ
ン
接
種
な
の
か
を
考
え
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。 

◆
許
さ
れ
な
い
原
発
事
故
子
ど
も
・
被

災
者
支
援
法
の
放
置 

「
原
発
事
故
子
ど
も
・
被
災
者
支
援
法
」

に
基
づ
く
具
体
的
施
策
の
早
期
実
施
を

求
め
る
意
見
書
」を
提
出
し
ま
し
た
が
、

賛
成
少
数
で
不
採
択
と
な
り
ま
し
た
。

昨
年
６
月
に
超
党
派
の
国
会
議
員
で
提

案
さ
れ
た
こ
の
支
援
法
は
、
原
発
事
故

で
避
難
し
た
方
に
は
国
の
避
難
指
示
の

あ
る
・
な
し
に
か
か
わ
ら
ず
国
が
責
任

を
持
っ
て
支
援
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
定
め
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
こ
の
理

念
を
実
現
す
る
た
め
の
基
本
方
針
の
策

定
、
お
よ
び
具
体
的
施
策
実
施
の
た
め

の
予
算
措
置
が
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
今

な
お
、
先
の
見
え
な
い
生
活
を
強
い
ら

れ
る
こ
と
は
人
権
侵
害
と
言
え
ま
す
。

多
く
の
被
災
者
・
避
難
者
の
意
見
を
反

映
し
た
実
効
性
の
あ
る
支
援
策
を
最
優

先
で
行
う
べ
き
で
す
。 

◆
公
開
の
場
で
議
会
改
革
に
真
摯
に
取

り
組
む
べ
き 

「
議
会
改
革
調
査
特
別
委
員
会
設
置
求

め
る
陳
情
」
は
本
会
議
に
お
い
て
可
否 

同
数
と
な
り
、
議
長
裁
決
に
よ
り
不
採

択
と
な
り
ま
し
た
。
明
政
ク
ラ
ブ
と
公

明
党
は
「
今
設
置
さ
れ
て
い
る
議
会
改

革
小
委
員
会
（
非
公
開
）
の
中
で
議
論

を
継
続
し
て
い
く
」
と
反
対
討
論
を
し

ま
し
た
。
吉
野
よ
し
こ
は
「
市
の
意
思

を
決
定
す
る
議
会
が
率
先
し
て
改
革
を

す
す
め
、
市
民
と
と
も
に
市
政
運
営
す

る
こ
と
で
市
民
自
治
の
意
識
も
高
ま
る
。

特
別
委
員
会
を
設
置
し
公
開
の
場
で
議

論
す
べ
き
」
と
賛
成
討
論
し
ま
し
た
。 

         

 

狛江市議会議員吉野芳子
http://yoshino.seikatsusha.net 

●持続可能な自治体をめざし、省エネル

ギーと再生可能エネルギーの推進に積極

的な取り組みが必要です。私たちの小さ

な選択や思いの積み上げで地球環境は守

られます。市では、省エネルギー行動の

実践と学校への再生可能エネルギー設備

の導入で 2011年度は前年度比 10％以上

削減の節電効果があったとの答弁でし

た。家庭における節電にも意識啓発を図

り、市民が楽しみながらできる節電対策

を示すべきです。6月29日、狛江市主催

の「環境モデル都市 飯田市の取り組み

について」の飯田市副市長の講演会へは

40人近くの狛江市職員が参加しました。

これを生かし、太陽光発電や太陽熱利用

設備などの利用、設置、地域主導の再生

可能エネルギーの事業展開への理解、協

力をすすめていくべきです。 

 

●市民公益活動事業補助金として新しい

団体を対象としたスタート補助金制度を

創設しました。審査後は評価や改善点を

団体に返答するよう提案しました。 

●放射能測定に関しては自主的に継続し

ている市民団体との協働を求め、「検討す

る」との答弁を得ました。 

●庁舎の耐震改修を機に市の食堂のあり

方を抜本的に見直し、単身者、高齢世帯、

子育て家庭など多くの市民のニーズに応

えたメニューや営業時間を設定すべきで

す。市民の健康に寄与する食事の提供、

地場野菜の利用、市民力を生かした運営

など魅力と個性ある食堂をめざすべきと

指摘しました。 

多岐にわたる分野での市民力の発掘と活

動支援を要望しました。 

●「子どもたち一人一人が、人格の形成と

個性の尊重を基本とし、社会で自立し幸福

に生きていく力を身につける教育の実現

を図る」が狛江市の教育理念です。 

不登校などの児童生徒にみられる発達

障害への教員の理解と支援、民間フリース

クールとの連携が必要です。 

教員の指導力の向上、わかりやすい授業

を行うために、日野市の公立小中学校の全

教員で作成した「通常学級での特別支援教

育のスタンダード」の活用を再度要望しま

した。 

●さらに体罰・いじめについて教育委員会

は保護者の訴えを把握すべきです。保護者

の相談機能として信頼にたる第三者機関

の設置を求めました。 

 

△市民発電所多摩電力合同会社のパネル設置第1号を視察 

●添付のハガキで一言

提案をお寄せくださ

い！ 

生活者ネットワーク

は市民の皆さまからい

ただいたご意見を調査

し、予算要望・政策提案

などにまとめ行政、議会

につなぎます。 

 

生き活きレポートＮｏ．１３４ 

野川探検隊募集 

日 時：９月１日(日) 10:00～12:00 

場 所：小足立橋下の野川河畔（ハイタウン３号棟北側） 

野川の水質調査、かりはな製作かりはな忠彦さん

を講師に安全な水についての話 

持ち物：運動ぐつ・着替え・タオル・飲み物・帽子など 

参加費：１００円（保険料含む） 

申込み：問合わせ電話03-3430-1302 

(主催 狛江地域協議会) 

 

不登校なう～居場所を求める私たち～ 

上映会としゃべりば 

いじめ！不登校！ひきこもり！ 

フリースクールの子どもたちが描いたリアルな現在！

関心ある子どもたちもぜひ参加してください。 

日 時：９月２２日(日) 13:00～16:00 

会 場：狛江市中央公民館第三会議室 

参加費：無料 

問合わせ：狛江チャイルドライン事務局03-3489-4583 

 

 

 ●インフォメーション● 

  調布市議会

では、市の意思や

税金の使い道を

決めた説明責任

を果たすため、市

民にむけて議会

報告会を開催し

ました。5/18 傍

聴しました。 

 

http://yoshino.seikatsusha.net/
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